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経営委員会規程 

平成31年規程第20号 

平成31年３月７日制定 

令和元年６月６日改正 

令和元年12月２日改正 

令和２年３月９日改正 

令和３年３月26日改正 

令和３年４月23日改正 

令和３年５月24日改正 

令和４年３月30日改正 

令和４年10月11日改正 

令和６年３月26日改正 

（目的） 

第１条 この規程は、年金積立金管理運用独立行政法人法（平成16年法律第105号。以下

「法」という。）第５条の６第３項の規定に基づき、年金積立金管理運用独立行政法人

（以下「管理運用法人」という。）に置かれた経営委員会の運営に関し、必要な事項を定

めることを目的とする。 

（経営委員会の権限等） 

第２条 次に掲げる事項は、経営委員会の議決を経なければならない。 

(１) 業務方法書の変更

(２) 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号。以下「通則法」という。）第30条第１

項に規定する中期計画及び通則法第31条第１項に規定する年度計画の作成又は変更 

(３) 通則法第32条第２項に規定する報告書の作成

(４) 財務諸表並びに事業報告書及び決算報告書の作成、利益及び損失の処理その他会計

に関する重要事項 

(５) 会計規程の変更

(６) 役員報酬等の支給の基準及び職員給与等の支給の基準の策定または変更

(７) 制裁規程の変更

(８) 業務概況書及び法第26条第２項に規定する書類の作成

(９) 監査委員会の職務の執行のために必要なものとして厚生労働省令で定める事項

(10) 管理運用法人の業務の適正を確保するために必要なものとして厚生労働省令で定め

る事項 

(11) 組織及び定員に関する重要事項（前２号に掲げるものを除く。）

(12) 厚生年金保険法第79条の５第１項に規定する積立金の資産の構成の目標及び同法第

79条の６第１項に規定する管理運用の方針の策定または変更 

(13) 厚生年金保険法第79条の８第１項に規定する業務概況書の作成

(14) 法第５条の６第３項に規定する経営委員会の運営に関し必要な事項

(15) 法第５条の９第２項に規定する監査委員会による監視に関する事項
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(16) 法第７条の２第７項の規定による管理運用業務担当理事の任命及び法第10条第２項

の規定による管理運用業務担当理事の解任の同意 

(17) 法第７条の２第８項の規定による理事（管理運用業務担当理事を除く。）の任命及

び法第10条第３項の規定による理事（管理運用業務担当理事を除く。）の解任の同意 

(18) 法第10条第４項の規定による理事長に対する欠格事由の認定に関する事項 

(19) 法第10条第５項の規定による理事に対する欠格事由の認定に関する事項 

(20) 別表に定める事項その他の経営委員会が特に必要と認める事項 

２ 経営委員会は、役員の職務の執行を監督する。 

３ 経営委員会は、前項に掲げる業務のうち、理事長又は理事による年金積立金の管理及び

運用に関する業務（以下「管理運用業務」という。）の実施状況の監視については、経営

委員会が必要と認めるときを除き、監査委員会に行わせる。 

４ 経営委員会は、必要があると認めるときは、監査委員会に対し、前項に規定する監視の

結果について定期かつ随時に報告を求める。 

５ 経営委員会は、第１項第18号に基づき理事長が欠格事由に該当すると認めたときは、遅

滞なく、その旨を厚生労働大臣に報告しなければならない。 

６ 経営委員会は、第１項第19号に基づき理事が欠格事由に該当すると認めたときは、理事

長に対し、当該理事の解任を求めることができる。 

 

（経営委員会への付議事項等） 

第２条の２ 理事長は、前条第１項各号の事項について、経営企画会議（ただし、投資委員

会の審議事項を除く。）又は投資委員会の議決を経て経営委員会に付議するものとし、経

営委員会は、その内容について審議し、必要に応じて修正のうえ議決するものとする。 

 

（経営委員会への報告） 

第２条の３ 理事長は、少なくとも四半期に一度、経営委員会に対して、業務執行全般に関

する重要事項について報告をしなければならない。 

２ 理事長は、組織規程第２条の５の規定によらないで職務を執行しようとし、又は執行し

たときは、前項の規定にかかわらず、速やかに、その旨及び理由を経営委員会に報告しな

ければならない。 

３ 理事長は、管理運用法人に著しい損害を及ぼすおそれのある重要なリスクが発生した場

合には、第１項の規定にかかわらず、速やかに、その概要並びに講じた是正措置及び再発

防止策等について経営委員会に報告するものとする。 

 

（委員長） 

第３条 委員長は、経営委員会の会務を総理する。 

２ 委員長は、あらかじめ、委員のうちから、委員長に事故がある場合にその職務を代理す

る者を定めておかなければならない。 

 

（招集） 

第４条 経営委員会は、委員長（委員長に事故がある場合には前条第２項に規定する委員長

の職務を代理する者。以下同じ。）が招集する。 
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２ 委員長は、経営委員会を、原則として、１月に１回招集するものとする。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、経営委員会を招集することができる。 

４ 委員長は、委員長及び委員並びに理事長（以下「委員等」という。）の総数の３分の１

以上の委員又は理事長が必要と認めて委員長に対してその招集を請求したときは、経営委

員会を招集しなければならない。 

５ 委員長は、経営委員会を招集しようとするときは、緊急を要する場合を除き、あらかじ

め、期日、場所及び議題を委員及び理事長に対して通知しなければならない。 

 

（議事） 

第５条 経営委員会は、委員長が出席（Web会議システム(映像と音声の送受信により相手の

状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。以下同じ。)又は電

話回線の利用による会議への出席を含む。以下同じ。）し、かつ、委員等の総数の３分の

２以上が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

２ 経営委員会の議事は、出席した委員等の過半数をもって決する。可否同数のときは、委

員長が決する。 

３ 前２項の議決について特別の利害関係を有する委員長若しくは委員又は理事長は、議決

に加わることができない。委員長が議決に加わることができない場合にあって、前項によ

る可否同数の議決は、委員長の職務を代理する者が決するものとする。 

４ 経営委員会は、法第５条の３第１項第１号に規定する事項（管理運用業務に係るものに

限る。）を議事とするときは、管理運用業務担当理事に経営委員会の会議への出席を求め

るものとする。 

 

（経営委員会へのWeb会議システム等を利用した出席） 

第５条の２ Web会議システムの利用において、映像を送受信できなくなった場合であって

も、音声が即時に他の出席者に伝わり、適時的確な意思表明を出席者相互で行うことがで

きるときは第５条第１項に規定する出席に含めるものとする。 

２ Web会議システム又は電話回線（以下「Web会議システム等」という。）の利用において、

音声を継続的に送受信できなくなり、適時的確な意思表明を出席者相互で行うことができ

なくなった場合には、Web会議システム等を利用して会議に出席している委員等は音声を

継続的に送受信できなくなった時刻から退席したものとみなす。 

３ Web会議システム等による出席は、周りに人がいない環境で行うこととし、これにより

がたいときは、Web会議システム等により会議に出席する委員等は、ヘッドホン、イヤホ

ンを使用する等により、その映像及び音声を委員等以外の者に視聴させてはならない。 

 

（議決） 

第５条の３ 委員等は、議事の議決に際し、「賛成」、「反対」、「棄権」のいずれかの意思表

示をする。「棄権」の意思表示があった場合において、法第５条の６第１項及び第２項の

規定の適用との関係については、出席した委員等の数に算入し、かつ、同項に規定する

「否」に算入する。 

２ 委員等は、議事の議決に際し、前項に規定する意思表示を行うことなく、退席すること

ができる。この場合、当該退席した委員等は、法第５条の６第１項及び第２項に規定する
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出席した委員等の数には算入しない。 

 

（会議の非公開） 

第６条 経営委員会の会議は、これを公開しない。 

 

（議事概要） 

第７条 経営委員会の議事については、次の各号に掲げる事項を記載した議事概要を作成し

なければならない。 

(１) 会議の日時及び場所（当該場所に存しない者が会議に出席した場合における当該出

席の方法を含む。） 

(２) 出席した委員の氏名 

(３) 議事となった事項 

２ 議事概要は、会議に出席した委員等による署名又は記名押印を得て作成する。 

３ 前項の議事概要は、経営委員会の承認を得て公表する。 

 

（議事録等） 

第８条 経営委員会の議事録の作成並びに議事録及び経営委員会において用いた資料の公表

は、「経営委員会議事録作成及び議事録等公表規程」で定めるところによる。 

 

（金融事業者からの寄付等の報告等） 

第９条 委員等は、倫理規程第15条の定めによる報告を行うほか、就任時又は毎年１回定期

的に、銀行業、信託業、金融商品取引業、生命保険業その他の金融業（これらに類似し、

又は密接に関連する事業を含む。）を行う者（以下「金融事業者」という。）に関する次

に掲げる要件のいずれかに該当するものについて経営委員会に報告するものとする。 

(１) 直近１年間（就任時においては直近３年間）における同一の金融事業者からの、個

人として、１年度あたり50万円以上の報酬等の受領の有無について 

(２) 直近１年間（就任時においては直近３年間）における個人の研究及び所属する研究

室等に対する金融事業者からの寄付の有無について 

(３) 直近１年間（就任時においては直近３年間）における個人の研究及び所属する研究

室等に対する金融事業者からの委託・請負事業、共同研究の有無について 

２ 委員長又は特定の委員若しくは理事長と金融事業者との関係性から、審議の中立性・公

正性に疑念を生じさせるおそれのある場合には、経営委員会は必要な措置を講ずるものと

する。 

 

（規程の制定、変更及び改廃） 

第10条 この規程の制定、変更又は廃止は、経営委員会の議決により行うものとする。 

 

（雑則） 

第11条 この規程に定めるもののほか、経営委員会の運営に必要な事項は、委員長が定める。 

 

（庶務） 
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第12条 経営委員会に関する庶務は、経営委員会事務室において行う。 

（決裁等） 

第12条の２ 前条に関し必要な決裁等の取扱いは第11条に基づき、委員長が別に定める。 

 

別表（第２条第１項第20号関係） 

１ 投資原則及び行動規範の変更 

２ 役職員の職務に係る倫理及び規律の保持に関する事項 

３ 第９条第２項に規定する措置に関する事項 

４ 役員が管理運用法人と利益が相反する行為を行おうとする場合における当該

行為に関する事項（議決にあたっては、当該行為についての重要な事実を開

示しなければならない。） 

５ 役員がその任務を怠ったことにより管理運用法人に対して負う責任の全部又

は一部の免除に関する事項 

６ 経営委員会における組織又はプロジェクトの設置又は改廃に関する事項 

７ 基本ポートフォリオの検証に関する事項 

８ 運用資産又は複合ベンチマークの収益率の算定方式の変更に関する事項 

９ スチュワードシップ責任を果たすための方針の変更に関する事項 

10 ESG指数選定における実務指針の変更に関する事項 

11 外国株式レンディングの取組方針に関する事項 

12 管理運用法人の事務所の契約に関する事項（契約金額が5億円を超えないも

の。） 

13 年度計画の議決前に調達手続きが必要な概算所要額が5億円を超える事項

（ただし、中期計画に予算計上されているものを除く。） 

14 規程等の制定等に関する規程別表「形式の区分」に定める「規程」に関する

事項（ただし、監査委員会が制定、変更若しくは廃止の権限を有するもの又

は理事長が変更の権限を有するものを除く。） 

 

  附 則 

１ この規程は、平成 31年４月１日から施行する。 

２ 経営委員会規則は廃止する。 

附 則（令和元.６.６改正） 

この改正は、令和元年６月６日から施行する。 

附 則（令和元.12.２改正） 

この改正は、令和元年12月２日から施行する。 

附 則（令和２.３.９改正） 

この改正は、令和２年３月９日から施行する。 

附 則（令和３.３.26改正） 

この改正は、令和３年３月26日から施行する。 

附 則（令和３.４.23改正） 

この改正は、令和３年５月１日から施行する。 
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附 則（令和３.５.24改正） 

この改正は、令和３年５月 24日から施行する。 

附 則（令和４.３.30改正） 

この改正は、令和４年３月 30日から施行する。 

附 則（令和４.10.11改正） 

この改正は、令和４年 11月１日から施行する。 

附 則（令和６.３.26改正） 

この改正は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 


